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我が国企業の雇用管理は、1990年代に大きく見直され、就業形態や賃金制度にも変化が
みられた。パートタイマーや契約社員、派遣労働者など正規以外の職員・従業員は、長期的
に増加してきたが、1990年代半ば以降は正規従業員の雇用が絞り込まれたこともあって、
その増加にはずみがついた。また、賃金制度についても、業績・成果主義の導入が進み、高
学歴ホワイトカラーを中心に賃金格差が拡大した。
国民意識が変化する中で、人々は職場において個性が尊重されることを望んでおり、雇用

管理の見直しは、一人一人に応じた柔軟な働き方やそれに応じた賃金制度を構築するという
面もあった。しかし、企業による雇用管理の見直しの直接的な契機は、長期的な経済停滞に
伴う、労務コストの削減や外部人材の活用であったといえる。本来、人事・労務管理の制度
見直しでは、労働者の意欲を引き出すことをねらって慎重に制度設計が行われる必要がある
が、コスト削減が優先され、その基本が揺らぐとともに、新規学卒者の計画的な採用や、適
切な配置、育成に向けた努力を怠るといったこともみられた。
仕事を通じた労働者の満足感の低下などもあり、雇用管理の見直しから生じた様々な問題

に対し、企業も、近年、次第に対応を始めている。今までの雇用管理の変化とそこで生じて
きた問題を正しく把握し、今後に向けた課題を検討していくことが大切である。雇用管理の
動向と課題を検討するため、産業・職業構造と就業形態の変化、賃金制度を中心とした人
事・労務管理制度の変化などを分析した上で、働く人々の満足感の向上と産業競争力の向上
を結びつけていく対応について考える。

第1節　産業・職業構造と雇用の動向

戦後、我が国社会の産業別就業者構成は、高度経済成長期を通じて農林漁業が減少し、製
造業が増加するとともに、1970年代以降はサービス業の増加が大きくなっている。また、
こうした産業構造の変化に伴い、職業構造も変化してきた。
産業構造や職業構造の変化は、女性の就業機会を拡大し、女性の社会進出を促すなど我が

国の社会のあり方そのものにも大きく影響を与えてきた。また、この過程を通じて、労働組
合の推定組織率は長期的に低下している。産業構造や職業構造の変化がもたらした雇用の変
化について分析し、そこにみられる課題を検討する。

雇用管理の動向と課題第3章
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1）産業構造の動向

（戦後社会と産業構造の動向）
第3－（1）－1図により、戦後の我が国の産業別の就業者構成をみると、1950年には農
林漁業が48.5％を占め、製造業は15.8％、卸売・小売業，飲食店は11.1％、サービス業は
9.2％であった。その後、高度経済成長期を通じて、農林漁業はその割合を大きく低下させ、
製造業、卸売・小売業，飲食店、サービス業の割合は徐々に大きくなり、1970年代には製
造業は26.1％、卸売・小売業，飲食店は19.3％、サービス業は14.6％となった。また、サー
ビス業の拡大は、その後も続き、1990年には22.5％となり、卸売・小売業，飲食店の22.4％
を超えた。2000年には製造業19.4％、卸売・小売業，飲食店は22.7％、サービス業は27.4％
となった。サービス業の拡大は、所得水準が高くなるとともに、消費者のニーズが変化し、
商品の購入からサービスの購入へとニーズが変化してきたことが要因として考えられる。な
お、卸売・小売業，飲食店の割合は、2000年代に入り、わずかではあるが低下している。
このように、我が国の産業構造は、農林漁業中心の構造から、高度経済成長を通じた製造
業の拡大を経て、1990年代以降は特にサービス業の拡大が続いている。
付3－（1）－1表により、2000年代に入ってからの従業者数の変化をみると、2006年は
2001年に比べ、産業計で152万人減少し、製造業104万人減、卸売・小売業，飲食店109万
人減となる中、サービス業は180万人増となっている。また、付3－（1）－2表により、こ
のサービス業の増加に係る内訳を中分類ベースでみると、社会保険・社会福祉・介護事業

第3－（1）－1図　産業別就業者構成割合（男女計）
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総務省統計局「国勢調査」
第11回改訂日本標準産業分類（2002年3月）により、2005年とそれ以前とでは産業の表章が異なっており、
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（約80万人増）、その他の事業サービス業（約72万人増）、医療業（約26万人増）、情報サー
ビス業（約12万人増）、学校教育（約6万人増）、その他の教育，学習支援業（約6万人増）
で増加が大きい。情報サービス業の中では、ソフトウェア業（約12万人増）の増加が大き
く、その他の事業サービス業の中では、他に分類されない事業サービス業の労働者派遣業
（約56万人増）の増加が顕著である。2000年に介護保険法が施行され、介護サービス事業者
の需要が高まったことや、経済・産業構造の変化や働く者の価値観の多様化などにより、企
業と労働者の双方が多様な働き方を求めるようになったことを背景に労働者派遣が拡大し、
派遣労働者が増加したことなどが影響しているものとみられる。

（各産業で減少する新規学卒入職）
このような産業構造の動向は、企業の採用方針や労働者の就業ニーズにより引き起こされ

る。また、こうした動きは、労働者の入職、離職の動向に現れると考えられる。
そこで、主要産業の入職率、離職率とその内訳について、まず、第3－（1）－2図により

みると、製造業では、入職率は一貫して低下を続け、加えて1990年代以降は離職率を下回っ
ている。この入職率と離職率の差が、製造業での労働者の減少につながっている。入職の内
訳をみると、新規学卒の寄与は、1970年代から80年代まではほぼ同水準であるが、1990年
代以降減少している。1990年代以降の製造業の減少は、主に新規学卒者の入職抑制による
ものと思われる。
卸売・小売業では、1960年代には入職率が離職率を大きく上回っていたが、その後、入

職率・離職率いずれも低下するとともに、徐々にその差が小さくなり、2000年代には入職
率・離職率がともに上昇する中で、離職率が入職率を上回った。先に見たように卸売・小売
業の従業者数は減少しているが、2000年代に入り、離職率が上昇し、労働者の定着が難し
くなっていることがうかがえる。
また、入職の内訳をみると、1960年代以降、入職率が低下する中で、新規学卒、転職入

職が大きく減少してきたが、2000年代には、一般未就業、転職入職の寄与が拡大し、入職
率が上昇に転じた。卸売・小売業では、高度経済成長期の新規学卒の大量採用から人材確保
の手法を変化させ、一般未就業や転職入職からも人材が確保できるよう取り組んできたが、
近年では、労務コスト削減方針が強まる中で、パートタイム労働者等の採用により女性労働
者を拡大させているものとみられる。
サービス業も他の産業と同様に入職率、離職率ともに1980年代まで低下傾向で推移した

が、その後、特に離職率が上昇する傾向にある。なお、他の産業に比較すれば、1980年代
までの入職率、離職率の低下は非常に緩やかなものであった。また、1990年代までは入職
率が離職率を大きく上回っていたが、2000年代には離職率が入職率を上回っている。卸売・
小売業と同じように、サービス業においても労働者の定着が難しくなっているものと考えら
れる。入職率の内訳をみると、2000年代に入って、一般未就業も増えているが、特に、転
職入職の増加が大きく、サービス業に従事する労働者が増加する中、経験や知識のある者を
外部から調達する動きが強まっているものとみられる。なお、転職入職の増加は離職者の増
加によって供給されているものと考えられ、外部から人材を調達する姿勢が継続すると地道
に人材を育成する企業はますます少なくなっていくものと懸念される。
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第3－（1）－2図　主要産業別入職の動向
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厚生労働省「雇用動向調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて試算
1）1960年代は1964年から1969年、2000年代は、2000年から2006年の数値による。
2）卸売・小売業の1985年から2003年は飲食店を含む。
3）サービス業の1969年までは、自動車整備等、その他修理業、医療業のみを対象としている。
また、2004年以降は、サービス業、飲食店，宿泊業、医療，福祉、複合サービス業を合算したものである。
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（経営上の都合により調整される労働者）
第3－（1）－3図により、これらの産業の離職の動きをみると、製造業では、自己都合の

寄与が小さいため、相対的に離職率は低く、自己都合離職の寄与も減少を続けてきた。しか
し、2000年代には、経営上の都合、定年、契約期間の満了など事業主の都合による離職が
増加し、離職率の水準も1990年代と同水準となった。厳しい経営環境の中で製造業におい
ても、経営状況に応じた雇用調整が行われ、人材の絞り込みも行われてきたことが分かる。
一方、卸売・小売業では、1990年代まで離職率が低下してきた中で、定年、契約期間の満
了の寄与は増加してきた。また、2000年代に入り、自己都合離職の寄与が増加する中で、
引き続き、経営上の都合などの寄与も増加し離職率は上昇した。卸売・小売業においては、
企業側の都合による雇用調整を実施する中で、一般未就業や転職入職による入職を増やして
おり、企業の都合で離職を増やしながら、入職も拡大するという動きになっている。また、
サービス業では、2000年代に離職率が大きく上昇しており、自己都合離職と契約期間の満
了の寄与が大きい。入職の内訳をみると、この間、転職入職が大きく増加しているが、これ
らの者が期間の定めのある雇用者として入職することによって、離職率が上昇し、転職入職
を拡大させる傾向を強めている。卸売・小売業、サービス業のいずれも、近年、経営上の都
合などの離職を増やしながら、入職を拡大させる動きをみせているが、我が国社会が人口減
少に転じたことを踏まえると、離職を抑制し、いたずらな労働力需要の拡大は抑制していく
必要があると考えられる。また、サービス業では、契約期間の満了による離職の増加が顕著
であることから、今後は労働者の採用等にあたって正規雇用化を進める必要もあると考えら
れる。さらに、拡大する自己都合離職を抑制していくための取組も求められよう。
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第3－（1）－3図　主要産業別離職の動向
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厚生労働省「雇用動向調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて試算
1）1960年代は1964年から1969年、2000年代は、2000年から2006年の数値による。
2）卸売・小売業の1985年から2003年は飲食店を含む。
3）サービス業の1969年までは、自動車整備等、その他修理業、医療業のみを対象としている。
また、2004年以降は、サービス業、飲食店，宿泊業、医療，福祉、複合サービス業を合算したものである。

4）自己都合とは、本人の責め、個人的な理由、死亡・傷病を合算したものである。
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2）職業構造の動向

（専門的・技術的職業従事者等の増加）
次に、第3－（1）－4図により、職業構造の変遷についてみると、1950年には、農林漁

業作業者の割合が最も大きく、全体の48.0％を占めていたが、その後一貫して減少を続け、
2005年には4.8％となった。また、生産工程・労務作業者は高度経済成長期に大きく増加し、
1965年には農林漁業作業者を抜き、1970年には全体の32.4％を占めるに至った。その後、
1995年に29.8％と3割を切り、2005年に28.3％となったが、職業大分類の中では、引き続き
最も大きな職業である。一方、いわゆるホワイトカラー職種と呼ばれる、専門的・技術的職
業従事者、管理的職業従事者、事務従事者、販売従事者の計をみると、1950年には22.5％で
あったが、その後一貫して拡大し、2000年では、50.7％となったが、2005年には販売従事者
の減少が大きかったため、50.0％となった。専門的・技術的職業従事者については、1950年
の4.3％から2005年の13.8％まで一貫して上昇した。管理的職業従事者は、1950年の1.8％か
ら、1980年には4.2％となったが、その後、低下し、2005年には2.4％となった。事務従事者
もほぼ一貫して増加し、1950年の8.0％から2005年には19.3％となっている。販売従事者は
1950年の8.4％から1995年に15.2％まで上昇したが、その後低下し、2005年には14.5％と
なった。また、この他に構成割合が大きい、サービス職業従事者についても、1950年の3.3％
から2005年の10.0％まで一貫して上昇している。
生産工程・労務作業者については、高度経済成長を通じて増加が続いた後、1990年代以

降、その割合の低下が目立っているが、生産体制のグローバル化や徹底した労務コストの削

第3－（1）－4図　職業別就業者構成割合（男女計）
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減のために、その割合が減少してきたものと考えられる。また、ホワイトカラー職種の増加
傾向の中で、管理的職業従事者と販売職業従事者について減少傾向がみられるが、企業組織
の中での従業員管理の方法や流通構造の変化等に伴い減少しているものと考えられる。専門
的・技術的職業従事者については製品やサービスの高付加価値化等に対応するため、増加を
続けているものと考えられる。さらに、長期的に増加してきたサービス職業従事者について
は、1990年代半ば以降、特に、その割合の高まりがみられ、近年では、介護職員（治療施
設，福祉施設）やホームヘルパー等の職業での増加がみられる。

（主な産業ごとにみた職業構造の動向）
次に、第3－（1）－5図により、主な産業ごとに職業構造の動向をみると、製造業では、
90年代以降、就業者数が減少する中で、生産工程・労務作業者、事務従事者、管理的職業
従事者が減少している。また、直近では、専門的・技術的職業従事者や販売従事者の減少も
みられるが、特に、生産工程・労務作業者の減少が大きい。
卸売・小売業では、1990年代半ば以降、就業者数が減少する中で、販売従事者、事務従
事者、管理的職業従事者が減少している。また、2000年代に入ってからは販売従事者の減
少が最も大きい。
サービス業では、1990年代後半に、就業者数の伸びが鈍化し、管理的職業従事者の減少
や専門的・技術的職業従事者の伸びの鈍化がみられたが、2000年代に入り生産工程・労務
作業者の増加幅が拡大し、就業者の伸びも高まった。
なお、サービス業で働く生産工程・労務作業者には派遣労働者も含まれているものと考え
られる。
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第3－（1）－5図　主要産業別にみた就業者増加率の職業別寄与度
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資料出所
（注）

総務省統計局「国勢調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計
サービス業は、2000年までの数値は、第10回改訂（1993年10月）日本標準産業分類に基づく運輸・通信業、
飲食店、サービス業、2005年の数値は、第11回改訂（2002年3月）日本標準産業分類に基づく情報通信業、
運輸業、飲食店，宿泊業、医療，福祉、教育，学習支援業、複合サービス事業、サービス業（他に分類さ
れないもの）による。
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3）就業形態の動向

（正規以外の職員・従業員の割合の上昇）
これまで産業構造や職業構造の動向をみてきたが、こうした産業・職業構造の変遷に伴っ
て、労働者の就業形態も変化してきた。第3－（1）－6図により、雇用者の就業形態の変化
をみると、正規以外の職員・従業員は長期的に増加してきたが、90年代半ば以降、正規の
職員・従業員が絞り込まれたこともあり、正規以外の職員・従業員は目立って増加した。
このように、正規以外の職員・従業員については、1990年代後半以降大きな増加をみせ、
その割合も急速に高まってきた。

（卸売・小売業で大きく高まった正規以外の職員・従業員の割合）
第3－（1）－7図により、主な産業ごとに正規以外の職員・従業員の割合をみると、1982
年には建設業、卸売・小売業、サービス業、製造業の順に高く、それぞれ22.3％、20.1％、
17.3％、15.0％となっている。その後、建設業以外の産業については、おおむね上昇傾向で
推移してきた。これを詳細にみると、80年代後半から90年代後半までは、製造業がほぼ同
水準で推移したのに対し、卸売・小売業、サービス業の伸びが大きかったが、90年代後半
以降は、製造業の伸びも高まった。また、卸売・小売業については、90年代後半以降、特

第3－（1）－6図　雇用形態別雇用者数の推移（正規の職員・従業員と正規以外の職員・従業員）
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資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査（特別調査）」、「労働力調査（詳細集計）」
1985年から2000年までは「労働力調査特別調査」（2月調査）、2005年から2007年までは「労働力調査（詳
細集計）」（年平均）

95
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にその伸びが大きい。一方、建設業では、正規以外の職員・従業員の割合は、80年代以降
低下し、90年代後半以降の伸びも相対的に小さかったため近年ではその割合は低い。この
結果、正規以外の職員・従業員の割合は、2002年には、卸売・小売業が最も高く、以下、
サービス業、製造業、建設業となっており、それぞれ44.2％、35.6％、23.6％、20.2％となっ
ている。卸売・小売業では、20年間で2倍以上となり、また、サービス業の伸びも大きい。
さらに、2000年代以降の動きをみても、卸売・小売業、サービス業では正規以外の職員・
従業員の割合は引き続き高まっている。
このように、特に1990年代後半から、多くの産業で正規以外の職員・従業員の活用が急

速に進められた。2006年以降、正規の職員・従業員は増加に転じたが、正規以外の職員・
従業員も増加しており、正規以外の職員・従業員の割合は引き続き上昇している。また、産
業ごとにみると、卸売・小売業、サービス業では、正規以外の職員・従業員の割合の上昇が
続いている。

第3－（1）－7図　主な産業別にみた正規以外の職員・従業員の割合の推移

建設業
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資料出所

（注）

総務省統計局「就業構造基本調査」、「労働力調査特別調査」、「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚
生労働省労働政策担当参事官室にて作成
1）各産業ごとの1982年から2001年までは「就業構造基本調査」、2002年から2007年までは「労
働力調査（詳細集計）」による。産業計の1985年から2001年までは「労働力調査特別調査（2
月調査）」、2002年から2007年までは「労働力調査（詳細集計）」による。

2）2002年から2007年までは1～3月の数値。
3）就業構造基本調査は5年おきの調査であるため、間の年については線形補完法により補った。
4）サービス業は、第10回改訂（1993年10月）日本標準産業分類に基づく運輸・通信業、飲食店、サー
ビス業、第11回改訂（2002年3月）日本標準産業分類に基づく情報通信業、運輸業、飲食店，宿泊業、
医療，福祉、教育，学習支援業、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）の計。
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（正規以外の職員・従業員はサービス業で大きく増加）
第3－（1）－8図により、正規以外の職員・従業員の割合の上昇が、それぞれの産業の雇
用者数にどのように影響しているかをみると、製造業では、1990年代以降、雇用者数が減
少する中で、正規の職員・従業員、パート・アルバイトが減少し、派遣・契約社員・嘱託等
が増えているが、特に、正規の職員・従業員の減少が大きい。卸売・小売業では、90年代
以降、全体の雇用者数の増加幅が縮小、さらに2000年代に入り減少しているが、内訳をみ
ると、正規の職員・従業員が減少し、パート・アルバイト、派遣・契約社員・嘱託等が増加
している。サービス業では、雇用者数の増加が続いており、正規以外の職員・従業員の増加
は、他の産業に比べても大きいが、2000年代以降は、特に派遣・契約社員・嘱託等で増加
が大きい。
このように、90年代後半以降、正規以外の職員・従業員の増加が大きいが、派遣・契約
社員・嘱託等は、いずれの産業でも雇用者数の増加要因として大きく寄与しており、特に、
サービス業においてその寄与が大きい。
また、第3－（1）－9図により、正規の職員・従業員の割合の低下について、それぞれの
産業内で、正規の職員・従業員の比率が低下したことによる要因（産業内要因）と産業構造
が変化したことに伴う要因（産業構造要因）に分解してみると、1980年代以降の正規の職
員・従業員の比率の低下は、一貫してそれぞれの産業内での正規の職員・従業員の比率の低
下による要因で大部分を説明できることがわかる。
ただし、1990年代後半以降、産業構造要因が拡大しているが、これは、正規の職員・従
業員の割合が高い製造業が雇用を削減し、産業構造に占める割合を低下させたことに伴うも
のである。
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第3－（1）－8図　雇用形態別にみた雇用の変化幅（主要産業）
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資料出所
（注）

総務省統計局「就業構造基本調査」、「労働力調査（詳細集計）」
1）1982年から2002年までは就業構造基本調査、2002年から2007年までは労働力調査（詳細集計）によった。
2）サービス業は、第10回改訂（1993年10月）日本標準産業分類に基づく運輸・通信業、飲食店、サービス業、
第11回改訂（2002年2月）日本標準産業分類に基づく情報通信業、運輸業、飲食店，宿泊業、医療，福祉、教育，
学習支援業、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）の計。

3）派遣・契約社員・嘱託等は、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員・嘱託」、「その他」の計。
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4）日本社会の変化と雇用

（産業・職業・就業形態からみた日本社会の変化と女性の職域の拡大）
これまで産業・職業構造の変化と就業形態の変化をみてきたが、第3－（1）－10図によ
り、こうした産業・職業・就業形態の変化が、就業者に占める女性の割合にどのように影響
してきたかをみると、1970年代半ば以降の女性の割合の上昇に対しては、プラスの寄与を
もたらしてきたことが分かる。
同図により、就業者に占める女性の割合の動きを説明できると考えられる要因として、産
業構造が変化したことに伴う要因（産業構造要因）、職業構造が変化したことに伴う要因
（職業構造要因）、就業形態が変化したことに伴う要因（就業形態構造要因）をみると、1970
年までは女性の割合はおおむね横ばい程度で推移しているが、これに対し、産業構造要因も
職業構造要因もともにマイナスに寄与している。また、女性の割合は、70年から75年にか
け、農林漁業における就業者の減少により大きく減少した後、1970年代後半以降上昇が続

第3－（1）－9図　正規雇用割合の変化の要因分解（産業構造要因と産業内要因の別）
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資料出所

（注）

総務省統計局「就業構造基本調査」、「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省労働政
策担当参事官室にて推計
1）1982年から2002年までは「就業構造基本調査」、2002年から2007年までは「労働力
調査（詳細集計）」によった。

2）正規雇用割合（変化差ポイント）の要因分解は、次の式による。
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いているが、これに対しては、産業構造要因も職業構造要因もともにプラスに寄与してい
る。さらに、1985年以降数値の把握できる就業形態構造要因は1990年代の前半を除いて産
業構造要因や職業構造要因以上に大きく作用している。1970年代までの産業構造の変化や
職業構造の変化は、男性の就業を増やす効果があったが、1980年代以降は、産業・職業構

第3－（1）－10図　女性割合の変化の要因分解（産業構造要因、職業構造要因、就業形態構造要因の別）
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資料出所

（注）

総務省統計局「国勢調査」、「労働力調査」、「労働力調査特別調査」、「労働力調査（詳細集計）」をも
とに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計
各構造要因は、女性割合（変化差ポイント）に係る次の要因分解式のうち構造要因の項目をとった
もの。
産業構造、職業構造、就業形態構造のそれぞれの分類の別に、産業構造要因、職業構造要因、就業
形態構造要因とした。

産業構造・職業構造、就業形態構造の各分類は、以下によるもの
産業構造（ i ＝産業大分類）
職業構造（ i ＝職業大分類）
就業形態構造（ i ＝正規の職員・従業員、正規以外の職員・従業員、その他の就業者の3分類
（1985年から2000年までは「労働力調査」「労働力調査特別調査」（2月調査）、2005年は「労働
力調査」「労働力調査（詳細集計）」（1～3月））

ri = wi /Li
Si = Li /L（L=∑

i
 Li）

 r ：女性割合（r=w/L）
 t ：女性の分類別就業者数（t=∑

i
 ti）

 L ：男女計の分類別就業者数（L=∑
i
 Li）　　　iは分類項目 
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造の変化が、女性の職域を拡大することに寄与してきたことが分かる。高度経済成長期は、
農林漁業が減少し、製造業が増加し、生産工程・労務作業者が増加してきたが、女性の割合
が相対的に高かった農林漁業が減少し、女性の割合が低かった製造業、生産工程・労務作業
者の割合が上昇したことは、就業者に占める女性の割合を引き下げる方向に作用したと考え
られる。一方、80年代以降は、産業構造では製造業がその割合を低下させ、サービス業の
割合が高まり、職業構造では販売従事者、専門的・技術的職業従事者、事務従事者、サービ
ス職業従事者の職種が増加する中で、女性の就業の場が広がってきたことがわかる。さら
に、これらに加え、就業形態の変化も女性の就業を促進してきた。正規以外の職員・従業員
の形態で女性の活用が進んだ結果と考えられる。
このように、産業・職業構造や就業形態の変化との関係で、就業者に占める女性の割合を
みると、長期的には、それぞれの産業や職業の中での女性の割合が高まっているものの、産
業・職業構造の変化からも大きな影響を受けており、高度経済成長期の動きは、女性の割合
を低下させる方向に作用し、この過程で、世帯における夫婦共働きの割合が低下したものと
考えられる。一方、1980年代以降の産業・職業構造の変化は、女性の割合を高める方向に
作用してきた。また、就業形態の変化は、さらに、女性の就業促進を加速させたが、女性の
職域の拡大が正規以外の職員・従業員という就業形態にかたよるという問題を生み出してい
る。

（労働組合の推定組織率は長期的な低下傾向で推移）
産業・職業構造の変化や就業形態の変化は、女性の就業を促進したが、この過程で、正規
以外の職員・従業員の増加も著しく、労働組合の構成員やそのあり方にも影響を及ぼしてい
る。
第3－（1）－11図により、労働組合の推定組織率の推移をみると、長期的には低下傾向
で推移してきたことがわかる。1940年代後半には全雇用者の半数を組織化していたが、そ
の後、雇用者が大きく増加する中で、組合員数の増加は緩やかであったため、1960年代に
入るまで組織率は低下した。1960年代に入ると、製造業で組織率が上昇したこともあり、
組織率は持ち直し、その後おおむね横ばいで推移したが、70年代半ば以降再び低下に転じ、
その後継続的に低下している。70年代半ば以降の組織率の低下は、1990年代半ばまでは、
雇用者が増加する中で組合員数の増加が緩やかであったことによるものであったが、1990
年代半ば以降は、組合員数そのものが減少してきたことによるものである。
第3－（1）－12図により、各年代ごとの労働組合の推定組織率の動きを、産業構造の変
化が組織率に及ぼす要因（産業構造要因）と各産業内での組織率の変化の要因（産業内組織
率要因）とに分解すると、産業構造要因は一貫してマイナスに寄与している。産業内組織率
要因は1960年代に組織率が増加に転じた際にプラスに寄与しているが、それ以外はマイナ
スに寄与している。
1960年代には高度経済成長に伴い、主に製造業で組織率が上昇したことにより、全産業
の組織率が上昇した。それ以降の組織率の低下は、それぞれの産業内での組織率の低下によ
るものであるが、産業構造の変化も、一貫して組織率の低下に寄与している。産業構造要因
の寄与の大きさは、高度経済成長期にいったん縮小したが、1970年代に再び拡大した。な
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お、その後産業構造要因は縮小しており、2000年代に入っての組織率の落ち込みは、産業
内での組織率が低下したことによる要因が大きい。
付3－（1）－3表により、産業別に労働組合の推定組織率をみると、高度経済成長期に製

造業、卸売・小売業，飲食店、金融・保険業、不動産業、公務で組織率の上昇がみられた。
1970年代以降は、全体の組織率が低下する傾向にあるが、1980年代以降、建設業の組織率
は緩やかに上昇している。また、公務の組織率は長期的に上昇してきたが、1990年代以降
低下に転じており、特に、2000年代に入って大きく低下した。一方、卸売・小売業，飲食
店では2000年代に入って組織率は若干上昇している。
なお、付3－（1）－4表により、労働組合員数に占める女性の割合の推移をみると、高度

経済成長期を通じて上昇し、1974年には28.0％となったが、その後緩やかに低下した。ま
た、1980年代後半から1990年代半ばに緩やかな上昇がみられたが、その後、正規以外の職
員・従業員が増加し、正規の職員・従業員が絞り込まれる中で、女性の割合も低下した。し
かし、2002年に27.5％まで低下した後は緩やかに上昇しており、2007年には28.5％となるな
ど、今後、正規以外の職員・従業員の労働組合の組織率が高まる中で、労働組合員数に占め
る女性の比率が高まっていく可能性がある。

第3－（1）－11図　雇用者数、労働組合員数及び労働組合の推定組織率の推移
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資料出所
（注）

厚生労働省「労働組合基礎調査」
1） 1947年は「労働組合調査」、1948年～82年は「労働組合基本調査」、1983年以降は「労働組合基礎調査」
である。

2） 推定組織率は、労働組合員数（1952年までは単位労働組合、1953年以降は単一労働組合）を雇用者数（総
務省統計局「労働力調査」各年6月分、ただし1947年については7月分）で除して得られた数値である。
したがって、1952年以前と1953年以降は厳密な意味では接続しない。

 なお、労働力調査は1953年、1967年に調査方法を改定したが、1967年の変更によるギャップは1953
年までさかのぼって修正してある。

3）1972年以前は沖縄県を含まない。



平成20年版　労働経済の分析

第3章 雇用管理の動向と課題

182

第
1
節

第3－（1）－12図　労働組合の推定組織率の変化差にみられる産業構造要因と産業内組織率要因（要因分解）
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資料出所

（注）

厚生労働省「労働組合基礎調査」、総務省統計局「労働力調査」をもとに厚生労働省労働政策担当
参事官室にて推計
1）労働組合推定組織率（変化差ポイント）の要因分解は、次の式による。

2）図中の推定組織率については、単位労働組合の産業計の労働組合員数（6月末日）
を「労働力調査」の6月の雇用者数で除したもの。

Δr=∑
i
（ri +Δri ）（Si +ΔSi ）-∑

i　
ri・Si

 =∑
i
（ri +―2

1Δri ）・ΔSi +（Si +―2
1ΔSi ）・Δri

産業構造要因 産業構造内要因
ri = mi /Li
Si = Li /L（L=∑

i
 Li）

 r ：労働組合組織率（r=m/L×100）
 m ：労働組合員（m=∑

i
 mi）

 L ：雇用者（L=∑
i
 Li）　　　iは産業大分類 
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